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議事要旨 １．開 会

２．評価対象事業の審議

以下のとおり、事業評価対象６事業を審議した。

◇河川事業

再 評 価 対 象 事 業 ：旭 川直轄河川改修事業（旭 川放水路）
あさひかわ あさひかわ

江の川下流直轄河川改修事業（大貫箇所）
ご う か わ おおぬき

事後評価対象事業 ：江の川下流水防災対策特定河川事業
ご う か わ みずぼうさい

（上ヶ畑地区）
う え が は た

江の川下流水防災対策特定河川事業
ご う か わ みずぼうさい

（市井原地区）
い ち い ば ら

◇港湾空港事業

再 評 価 対 象 事 業 ：尾道糸崎港機織地区多目的国際ターミナル
おのみちいとざきこう はたおり

整備事業

事後評価対象事業 ：広島港出島地区国際海上コンテナターミナ
ひろしまこう で じ ま

ル整備事業

○経緯及び結果

別紙－１のとおり



別紙－１

平成２０年度 第２回中国地方整備局事業評価監視委員会の経緯及び結果

１．審議の経緯

平成２０年10月２7日に開催した平成２０年度第2回中国地方整備局事業評価

監視委員会において、次の事業について審議を行った。

◇河川事業

再評価対象事業 ：旭 川直轄河川改修事業（旭 川放水路）
あさひかわ あさひかわ

江の川下流直轄河川改修事業（大貫箇所）
ご う か わ おおぬき

事後評価対象事業 ：江の川下流水防災対策特定河川事業（上ヶ畑地区）
ご う か わ みずぼうさい う え が は た

江の川下流水防災対策特定河川事業（市井原地区）
ご う か わ みずぼうさい い ち い ば ら

◇港湾空港事業

再評価対象事業 ：尾道糸崎港機織地区多目的国際ターミナル整備事業
おのみちいとざきこうはたおり

事後評価対象事業 ：広島港出島地区国際海上コンテナターミナル整備事業
ひろしまこう で じ ま

２．審議の結果

事業者から各事業の概要、評価結果及び対応方針（原案）について説明を受け、

、 。事業が適切に実施されているか審議を行い 次のとおり意見の取りまとめを行った

審議の結果、再評価対象の３事業は適切に実施されており、事業継続とすること

とした事業者の判断は、妥当であると意見集約した。

また、事後評価対象の３事業は、事業の効果が発現しており、当該事業に関して

は、今後の事後評価と改善措置は必要ないとした事業者の判断は、妥当であると意

見集約した。

なお、審議過程において、以下の議論があった。



●事業評価対象事業

◇河川事業

○旭 川直轄河川改修事業（旭 川放水路）
あさひかわ あさひかわ

・コスト縮減を図りつつ歴史的な資源や自然環境にも配慮し、遅滞なく事業の

推進に努めること。

○江の川下流直轄河川改修事業（大貫箇所）
ご う か わ おおぬき

・地域特性を踏まえ、さらなる事業の推進に努めること。

・事業の効果例については、誤解のないよう説明の仕方を工夫すること。

○江の川下流水防災対策特定河川事業（上ヶ畑地区・市井原地区）
ご う か わ みずぼうさい う え が は た い ち い ば ら

・今後、計画規模の洪水に対処するために必要な事業が残っている場合には、

その旨を調書「その他」に記載すること。

◇港湾空港事業

○尾道糸崎港機織地区多目的国際ターミナル整備事業
おのみちいとざきこうはたおり

・特になし。

○広島港出島地区国際海上コンテナターミナル整備事業
ひろしまこうで じ ま

・特になし。

◇全般

・調書「社会情勢等の変化」に地元自治体の財政状況等も可能な範囲で記載す

ることを検討すること。

・再評価事業について、可能な範囲で事業着手時点の事業費等と比較するなど

事業の経緯をわかりやすくするように検討すること。

・港湾事業については、個別事業のみでなく広域に見た今後の事業評価のあり

方に期待する。

・河川事業については、感度分析の試算結果について、資料添付することを検

討すること。

以上




